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別紙 13 モニタリング実施要領等 

（第 11 条第 2項、第 12条第 2項、第 24 条第 5項、第 26 条第 4項、第 28条第 5項、 

第 32 条第 5項、第 40 条第 6項、第 57条、第 61条、第 64条、第 76条第 2項関係） 

第 1 モニタリングとサービス購入料の減額等の基本的な考え方 

1 基本的な考え方 

市は、事業者から提供されるサービスが、本契約に定められた業務を確実に遂行し、か

つ、要求水準書及び事業者提案に示された業務の水準及び内容（以下「業務水準」という。）

を達成していることを確認するため、モニタリングを実施する。市は、モニタリングの結

果、事業者が提供するサービスが業務水準に達していない場合、業務に係る対価の減額を

行うとともに、改善勧告を行い、業務水準を達成するよう求める。状況を改善することが

できない場合、あるいは、事業者が改善勧告に従わない場合、市は、本契約を終了させる

こともある。 

また、モニタリングは、業務に係る対価の減額を目的とするものではなく、市と事業者

との対話を通じて、施設等の状態を、利用者が安全・便利に利用できる水準を保つことを

目的に実施するものである。 

 

2 モニタリングの対象となる業務 

支払区分 
モニタリングの対象となる

業務 

業務水準未達時の措置 

（減額等の措置） 

サービス購入料 A 

 

施設等整備業務 
· 改善勧告 

· 本契約の終了 

· 業務担当者又は業務担当企

業の変更 

※減額は行わない 

仮設駐車場整備業務 

仮設駐車場管理業務 

解体業務 

サービス購入料 B 

光熱水費相当額 

維持管理業務 

· 改善勧告 

· 減額ポイントの付与 

· 業務担当者又は業務担当企

業の変更 

· 本契約の終了 運営業務 

 

3 モニタリング実施計画書の作成 

事業者は、自らが作成する「長期業務計画書」に基づき「モニタリング実施計画書」の

案を各業務の開始前までに市へ提出する。市は事業者と協議し、「モニタリング実施計画書」
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を確定する。「モニタリング実施計画書」には、モニタリングの時期、内容、実施体制、手

順、評価基準等を記載する。 

 

4 実施時期 

市は、次の時期においてモニタリングを実施する。 

（1）業務計画書等提出時 

（2）設計時及び施工時 

（3）工事完成時 

（4）施設等供用開始後 

（5）本事業期間終了時 

 

5 費用負担 

市が実施するモニタリングに係る費用は、市が負担し、事業者が自ら実施するモニタリ

ング及び書類作成等に係る費用は、事業者の負担とする。 

 

6 通知 

市は、モニタリングの実施後に、その評価結果を事業者に通知する。 
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第 2 モニタリング方法 

1 業務計画書等提出時 

市は、事業者が提供するサービスが業務水準を達成することが可能か、という観点から、

事業者が提出する業務計画書等の内容を確認する。 

 

（1）モニタリング対象とモニタリング方法 

事業者が提出する次の書類について、市が実施するモニタリング内容を示す。 

提出書類 
モニタリング方法 

(考え方) 
提出時期 

事業者の定款 事業開始時に書類

の確認を実施 

本契約締結後 7日以内（変更した場合は

変更の 7日以内） 事業者の株主名簿 

実施体制図 

事業者が締結する契約又

は覚書等一覧 

事業者が締結する契約又

は覚書等素案（各業務の実

施に係るものに限る） 

契約又は覚書等の締結前 14 日以前 

事業者が締結した契約又

は覚書等の写し 

契約又は覚書等の締結後 7日以内 

長期業務計画書 事業開始時に書類

の確認を実施 

－ 

 事業収支計画書及び事

業費の算出根拠資料 

本契約締結後 1ヶ月以内 

施設整備計画書（設計計

画書含む） 

セルフモニタリング計

画書（設計施工時） 

段階に応じて協議 

長期維持管理計画書 維持管理業務又は運営業務開始の各6ヶ

月前まで 

 

長期修繕計画書 

長期運営計画書 

セルフモニタリング計

画書（維持管理運営時） 

年間業務計画書 各年度開始時に書

類の確認を実施 

各事業年度が開始する日の1ヶ月前まで 

年間維持管理業務計画

書 

年間運営業務計画書 

業務変更計画書 
必要に応じ、書類の

確認を実施 

本契約時に定めた業務水準等を変更す

ることとなった場合 

再提出された業務計画書 

必要に応じ、書類の

確認を実施 

次の場合、随時提出を行う。 

・事業者に業務計画の再検討を要請し、

業務計画書の再作成・提出を求めた場

合 
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・業務計画書の確認によって明らかに業

務水準を達成することが不可能であ

る場合 

・提案書の内容との不整合があり業務が

実現不可能であると判断できる場合 

株主総会の資料及び議事

録または議事要旨 

各年度終了後に書

類の確認を実施 

株主総会の会日から 7日以内 

各事業年度における会社

法第435条第2項に定めら

れる計算書類及びその付

属明細書類並びにこれら

の根拠資料及びこれらの

計算書類と事業者の事業

収支計画の対応関係の説

明資料、監査報告書の写

し、キャッシュフロー計画

書 

定時株主総会の会日から 7日以内 

各事業年度の上半期に係

る上記に準じた書類 

業務履行期間終了後 2ヶ月以内 

 

（2）業務水準未達成の場合の措置 

市は、モニタリングの結果、業務計画書等に記載される各種項目が、業務水準を達

成する見込みがないと判断した場合、事業者に改善勧告を行う。事業者は改善勧告を

受けた時は迅速に業務計画書等を改善し再提出する。市は、事業者に、改善勧告によ

っても改善が見込まれない場合は再度改善勧告を行い、これによっても改善が見込ま

れない時は本契約を終了させることがある。 

業務計画書等が業務水準を達成していないことによって事業が遅れた場合における

一切の損失は事業者が負う。 

（3）モニタリング体制 

市は、事業者が各事業年度に提出する年間業務計画書及び業務計画変更時に提出す

る業務変更計画書、財務書類等について、確認等のモニタリングを行う。 

 

2 設計時及び施工時 

市は、施設等整備業務、仮設駐車場整備業務、仮設駐車場管理業務及び解体業務につい

てモニタリングを行い、業務水準の達成状況を確認する。 

（1）モニタリング対象とモニタリング方法 

設計時及び施工時のモニタリングの対象となる業務、事業者が提出する書類及びそ

の提出時期を下表に示す。 

市は、事業者が提出する次の書類に基づき、業務水準の達成状況について確認する。
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下表に限らず、市は、モニタリング実施上、必要と認める書類等についてモニタリン

グを行う。 

対象となる業務 提出書類等 
モニタリング方法 

（考え方） 
時期 

事前調査業務 計画書及び報告書 · 書類の確認を実施 適宜提出 

設計業務 基本設計図書一式 · 書類の確認を実施 

· 市による承諾を得るこ

と 

· 設計協議の経過・合意内

容及び提案時からの設

計変更内容に関する記

録等を添付すること 

基本設計終了時に

提出 

実施設計図書一式 · 書類の確認を実施 

· 市による承諾を得るこ

と 

· 設計協議の経過・合意内

容及び提案時からの設

計変更内容に関する記

録等を添付すること 

実施設計終了時に

提出 

建設業務 詳細工程表を含む総

合施工計画書一式 

· 書類の確認を実施 

· 工事監理者が承諾のう

え市に提出 

工事着工前に提出 

その他各種機器承諾

願の写し等 

· 書類の確認を実施 建設期間中に提出 

工事監理業務 監理報告書 · 書類の確認を実施 工事期間中に毎月

提出 

仮設待合室等設置

業務 

仮設待合室等設置に

係る計画書 

· 書類の確認を実施 仮設待合室設置前

に提出 

仮設待合室等設置に

係る市の完成確認 

· 事業者又は工事請負人

等及び工事監理者立会

いのもと、現場の立入検

査を実施 

仮設待合室設置

後、使用開始前に

実施 

各種申請業務 各種申請等に係る報

告書 

· 書類の確認を実施 適宜提出 

仮設駐車場整備業

務 

仮設駐車場の整備に

係る計画書 

· 書類の確認を実施 適宜提出 

仮設駐車場の整備に

係る市の完成確認 

· 事業者の立会いのもと、

完成確認を実施 

完成図書一式の提

出後に実施 

仮設駐車場の整備に

係る完成図書一式 

· 書類の確認を実施 

· 工事監理者が承諾のう

え市に提出 

工事完了後に提出 

仮設駐車場管理業 仮設駐車場の管理に · 書類の確認を実施 適宜提出 
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対象となる業務 提出書類等 
モニタリング方法 

（考え方） 
時期 

務 係る計画書及び報告

書 

解体業務 要求水準書第 6「現斎

場の解体及び撤去業

務」に示す書類 

· 書類の確認を実施 

· 事業者又は工事請負人

等及び工事監理者立会

いのもと、現場の立入検

査を実施 

工事着工前及び工

事期間中、適切な

時期に提出 

 

（2）業務水準未達成の場合の措置 

市は、モニタリングの結果、業務水準が未達成と判断した場合は、事業者に改善勧

告を行う。事業者は、改善勧告を受けた時は迅速に改善計画を立案し、市と協議した

うえで改善を行う。市は、事業者が、改善勧告によっても改善が見込まれない時は再

度改善勧告を行い、これによっても改善が見込まれない時、あるいは達成が不可能と

判断された時は、本契約を終了させることがある。 

（3）モニタリング 

市が確認等のモニタリングを行う。 

（4）進捗状況等の確認 

事業者は設計時及び施工時に行う業務の進捗状況等を確認する会議を月 1 回以上開

催し、市は、その会議に出席する。 

 

3 施設等の完成時 

市は、事業者、工事請負人又は解体企業等及び工事監理者立会いのもとで、施設等が業

務水準を満たしていることを確認する。 

（1）モニタリング対象とモニタリング方法 

市は、事業者から提出された次の書類に基づき、業務水準の達成について確認する。 

下表に限らず、市は、モニタリング実施上、必要と認める書類等についてモニタリ

ングを行う。 

対象となる業務 提出書類等 
モニタリング方法 

（考え方） 
時期 

建設業務 事業者による完

成検査 

· 検査済証等の書面による確認

の実施 

· 現場確認の実施 

検査実施日の

14 日前に市に

書面で通知 

市の完成確認 · 事業者の立会いのもと、完成

確認を実施 

完成図書一式の

提出後に実施 

完成図書一式 · 書類の確認を実施 

· 工事監理者が承諾のうえ市に

提出 

工事完了後に提

出 
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対象となる業務 提出書類等 
モニタリング方法 

（考え方） 
時期 

備品等整備業務 備品台帳及び備

品の動作確認結

果報告書 

· 書類の確認を実施 

· 備品の動作確認は市による完

成確認の前に事業者が実施し

書類により確認を実施 

· 動作確認は、事業者の責任及

び費用により実施 

適宜提出 

環境保全対策業

務 

着工前及び竣工

時検査結果報告

書 

· 書類の確認を実施 適宜提出 

所有権移転業務 所有権移転に係

る報告書（各登記

申請書の写しを

添付） 

· 書類の確認を実施 

※当該登記事項証明書の確認を

実施 

所有権移転の際

に提出 

稼働準備業務 各業務マニュア

ル及び職員研修

記録 

· 書類の確認を実施 適宜提出 

斎場システムの

調達業務 

完成図書一式 · 書類の確認を実施 調達完了後に提

出 

各種申請業務 各種申請等に係

る 報告書 

· 書類の確認を実施 適宜提出 

解体業務 要求水準書第 6

「現斎場の解体

及び撤去業務」に

示す書類 

· 書類の確認を実施 

· 事業者又は工事請負人等及び

工事監理者立会いのもと、現

場の立入検査を実施 

適宜提出 

完成図書一式 · 書類の確認を実施 工事完了後に提

出 

※ 当該登記事項証明書は取得でき次第、市に提出すること。 

 

 

（2）業務水準未達成の場合の措置 

市は、モニタリングの結果、業務水準が未達成と判断した場合は、事業者に改善勧

告を行う。事業者は、改善勧告を受けた時は迅速に改善計画を立案し、市と協議した

うえで改善を行う。市は、事業者が、改善勧告によっても改善が見込まれない時は再

度改善勧告を行い、これによっても改善が見込まれない時、あるいは達成が不可能と

判断された時は、本契約を終了させること、又はサービス購入料の支払いを留保する

ことがある。 
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（3）モニタリング 

市が確認等のモニタリングを行う。 

 

4 維持管理業務及び運営業務時 

市は、本施設の供用開始後、事業者が提供するサービスが業務水準及び業務計画書の内

容等を達成しているかを確認する。 

（1）モニタリング対象とモニタリング方法 

維持管理業務及び運営業務時のモニタリング対象業務とモニタリング実施方法は次

のとおりとする。 

なお、具体的なモニタリング項目及びモニタリング方法については、事業契約締結

後に事業者が提出する各種計画書をもとに、市と事業者が協議のうえ、「モニタリング

実施計画書」を策定し、内容を確定する。 

 

 

対象となる業務 モニタリング方法 

維持管理業務及び

運営業務 

■日常モニタリング 

事業者は、毎日、自らの責任により、構成員・協力企業が行う各業

務の遂行状況についてモニタリングを実施し、その結果に基づき業務

日報を作成する。 

事業者は、本事業の運営やサービスの提供に大きな影響を及ぼすと

思われる事象が生じた場合には、直ちに市に報告する。 

 

■定期モニタリング 

事業者は、業務日報及び報告事項を取りまとめ、業務報告書（月報）

を作成し、毎月市に提出する。なお、業務報告書（月報）に記載され

るべき具体的な項目及び内容は、市との協議を経て決定する。 

事業者は、維持管理業務及び運営業務（売店運営業務を除く）に要

した電気、水道、燃料（灯油・ガス）の使用量（月）がわかる報告書

（以下「使用量報告書」という。）を当該使用量が確認できる資料を

添えて、毎月市に提出する。 

事業者は、毎年、年度事業報告書を作成し、市に提出する。 

市は、事業者が提出した業務報告書（月報）及び使用量報告書の内

容を確認するとともに、施設等を巡回し、あらかじめ協議のうえ定め

たモニタリング項目に従って、各業務の遂行状況を確認・評価する。 

市及び事業者が出席する打合せを月1回開催し、日常モニタリング、

定期モニタリングの結果報告を行うとともに、利用者からの苦情等の

発生の原因についての検討及び意見交換等を実施する。 

 

■随時モニタリング 

市は、改善勧告を行った業務について、改善状況を確認する。 

市は、利用者からの苦情等について、事業者から必要な説明を求め、
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必要に応じて事業者の業務遂行状況、業務水準についてモニタリング

を実施する。 

市は、その他必要と認めるときは、施設等を巡回し、各業務の遂行

状況を確認・評価する。 

市は、随時モニタリングの実施にあたり、利用者アンケート等の第

三者からの意見聴取を実施できる。 

 

（2）業務水準未達成の場合の措置 

市は、モニタリングの結果、業務水準未達成と判断された場合、事業者に対して改

善勧告を行い、サービス購入料 B、光熱水費相当額の減額等の措置を行う。詳細は、第

3「維持管理業務及び運営業務の業務水準未達成の場合の措置」及び第 4「支払の減額」

を参照すること。 

（3）セルフモニタリング体制 

事業者は、日常モニタリングを行うために独自のセルフモニタリングが可能となる

体制を構築すること。 

（4）市の実施するモニタリングへの協力 

事業者は、市が実施する定期・随時モニタリングについて、当該説明及び確認の実

施につき、市に対して最大限の協力を行うこと。 

（5）モニタリング体制 

市は、定期モニタリングや必要に応じた随時モニタリングの実施体制を敷き、事業

者から提出された事業報告書の確認等を始めとしたモニタリングを行う。 

 

5 本事業期間終了時 

市は、本事業期間終了時に、その後自らが維持管理業務及び運営業務を実施していくに

当たり、要求水準書等に示す性能を達成しているか否かのモニタリングを行い、確認を行

う。 

（1）モニタリング対象とモニタリング方法 

市は、事業者に対し本事業期間終了時の 3 ヶ月前に事前に通知を行い、本事業期間

終了時のモニタリングを実施する。 

市は、要求水準書等及びこれに基づく設計図書等の関係図書をもとに、施設等の機

能が業務水準を達成しているか否かのモニタリングを事業者の立会いのもと行うもの

とし、原則として、要求水準書等に記載されているすべての事項について行うことと

する。 

市は、事業者から提出された本事業期間終了後の長期維持管理計画書について、そ

の内容の確認を行う。 

（2）業務水準未達成の場合の措置 

市は、モニタリング後、その内容を事業者に通知し、業務水準が未達成と判断した
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内容について必要な改善勧告を行う。事業者は、改善勧告に従い必要な改善措置を実

施し、定められた期限までに市の確認を受ける。改善の確認が得られない場合、市は

再度改善勧告を行い、事業者はこれに対応する。 

本事業期間終了時までに改善が確認されない場合、サービス購入料 B の減額等の措

置を行う。詳細は、第 3「維持管理業務及び運営業務の業務水準未達成の場合の措置」

及び第 4「支払の減額」を参照すること。 

市は、自らが改善を行う場合に想定される適切な費用がサービス購入料 B の減額金

額を超える場合は、減額後のサービス購入料 B から減額を行い、それでも不足する場

合は、別途、事業者に請求を行う。 

 

（3）モニタリング体制 

市が確認等のモニタリングを事業者の立会いのもと行う。 
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第 3  維持管理業務及び運営業務の業務水準未達成の場合の措置 

 

1 改善勧告 

モニタリングの結果、業務水準が未達成の場合は、市は事業者に対して業務の改善に関

する勧告を行う。また、市は事業者に、改善勧告を行っても改善がなされない場合は、再

度、改善勧告を行う。 

 

2 改善計画書の提出 

事業者は、市からの改善勧告を受けた場合、直ちに改善計画書を作成し、市に提出する。

市は、当該計画書により、業務の改善が可能であると認めた場合、直ちにこれを承認する。

なお、承認に当たって、市は改善計画書の変更を求めることができる。また、市は事業者

と協議のうえ、改善勧告に対する改善予定期限を決定する。 

 

3 業務改善の実施及び改善状況の確認 

事業者は、市の承認を受けた後、改善計画書に基づき、直ちに業務の改善を実施し、市

に報告する。市は、事業者から改善の報告を受け、随時モニタリングを実施し、業務水準

未達成の改善状況を確認する。 

改善の確認ができない場合には、市は再度、改善勧告の手続きを行うことができる。同

一の原因に起因する同一事象で、2回以上の改善勧告が出された場合は、市は業務担当者の

変更、又は業務実施企業の変更を求めることができるものとする。 

また、次の場合においては、本契約の全部又は一部の終了の手続きに移行することがで

きる。 

（1） 事業者から改善計画書の提出がない場合 

（2） 同一の原因に起因する同一事象での改善勧告回数が既に 2 回出されており、改

善が不可能と判断される場合 

（3） 本事業の実施に当たって重大な支障があると認められる場合 

 

4 改善費用の負担 

業務水準未達成の場合は、市と事業者は、相互に協力し状況の改善に努める。その後、

事態発生に至った責任の所在を明らかにし、市側の責めに帰すべき場合は、協議のうえ、

事業者に生じた費用を市が負担する。その他の場合にあっては、改善に要した費用は事業

者が費用を負担する。 
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第 4  支払の減額 

 

1 支払の減額の基本的な考え方 

市は、事業者の実施する業務が業務水準を達成していないことを確認した場合は、事業

者に改善勧告を行うと同時に、減額ポイントを毎月加算する。加算された減額ポイントの

累積を計算し、サービス購入料 B、光熱水費相当額の支払対象期間内に減額ポイントが一定

値に達した場合には、サービス購入料 B、光熱水費相当額の減額を行う。 

なお、業務水準未達成の場合とは、次に示す状態と同等の事態をいい、事象例は添付 2

で示す。 

（1）重大な事象 

業務水準未達成が事業者の責めに帰すべき事由に起因し、利用者にとって又は本事

業を実施するうえで明らかに重大な支障がある場合 

（2）それ以外の事象 

ア 業務水準未達成が事業者の責めに帰すべき事由に起因し、本事業を実施するこ

とはできるが、明らかにサービス水準の低下が認められる場合 

イ 周辺環境に悪影響がある場合 

ウ 上記ア又はイの恐れがある場合 

エ その他、定められた業務水準のいずれかを満たしていない場合 

 

2 減額ポイントを加算しない場合 

次の（1）又は（2）に該当する場合には、減額ポイントを加算しない。 

（1）やむを得ないと市が認める原因により減額の対象となる事態が生じた場合で、か

つ事前に市に連絡があった場合 

（2）明らかに事業者の責めによらない原因によって減額の対象となる事態が生じた場

合 

 

3 サービス購入料に係る減額 

（1）減額ポイントの対象となる業務 

減額ポイントの対象は、添付 2に示す「対象となる業務」とする。 

（2）減額ポイント 

減額ポイントの値は次のとおりである。ただし、支払対象期間内に同じ原因で業務

水準を満たしていない場合（同一支払時期内での再発の場合）、加算するポイントは、

減額ポイントに再発回数を乗じた数値とする。 

事象 減額ポイント 

重大な事象 20 ポイント 

それ以外の事象 5 ポイント 
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（3）減額ポイントの支払額への反映 

市は、モニタリングにより事業者の業務が業務水準を満たしていないと判断した場

合、減額ポイントを加算し、次のとおりサービス購入料 B、光熱水費相当額の支払額へ

反映するものとする。 

 

ア モニタリングが終了し、減額ポイントがある場合には、市は毎月、減額ポイントを

添付 2に示す「対象となる業務」ごとに加算し、事業者に通知する。 

イ 支払対象期間内に加算された減額ポイントの累積数を計算し、下表に従い減額割合

を算出する。 

減額ポイントの累積は、添付 2に示す「対象となる業務」のすべてを計上する。 

 

累積減額ポイント 減額率の方法 減額割合 

20 ポイント未満 0％ 0％ 

20 ポイント以上 

60 ポイント未満 

1 ポイントを超えるごとに 0.5％減額 

（20 ポイントで 0.5％） 
0.5％～20％ 

60 ポイント以上 

99 ポイント未満 

1 ポイントを超えるごとに 1.0％減額 

（60 ポイントで 21％） 
21％～60％ 

99 ポイント以上 － 60％ 

 

ウ 次式によりサービス購入料 B及び光熱水費相当額の減額金額を算定し、減額後の支

払額を事業者に通知する。 

 

（減額金額）＝（減額対象となる業務の支払対象期間内のサービス購入料B又は光熱水費相当額）×

（減額割合） 

 

エ 当該 3ヶ月間に合計された減額ポイントは支払対象期間ごとに算定し、次の支払対

象期間に持ち越さない。 

オ 事業者は、必要に応じ、減額の対象となった業務について市に対し説明を行うこと

ができるほか、減額について異議がある場合には申立てを行うことができるものと

する。 
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添付 1 運営・維持管理期間中のモニタリングから改善勧告、減額等への流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

モニタリングの実施 

業務水準を満たしているか 

事業者の責任であるか 

改善勧告 

以下の項目に該当するか 

① 同一の原因による同一事象

の改善勧告の回数２回以上 

② 事業に重大な支障がある 

③ 改善計画書の未提出 

予定どおりの支払い 

改善計画書の提出 

改善の実施 

状態は改善されたか 

事業の継続 

予定どおりの支払い 

事業契約の終了 
減額ポイントに 
応じた支払い 

減額ポイントの加算 

契約解除 

YES 

NO 

NO 

YES 

YES 

YES： 
改善された 

NO： 
改善さ
れない 

未提出の場合 

業務改善の措置 減額等の措置 

※ 同一の原因による同一事象の改善勧告の回数2回以上事業に重大な支障がある改善計画
書の未提出は業務実施者の変更を求めることができるものとする。 



15 

 

添付 2 減額対象となる事象例 

対象となる業務 重大な事象 それ以外の事象 

維
持
管
理
業
務 

建築物保全業務 · 業務の未実施 

· 業務を適切に実施

しなかったため

に、重大な事故や

施設の損壊等が発

生した場合 

· 周辺環境に重大な

影響を及ぼしてい

る場合 

· 不法行為 

· 市への虚偽報告 

など 

· 業務の不備 

· 業務報告の不備 

· 関係者への連絡の

不備 

· 電気、水道、燃料

（灯油・ガス）使

用量の不当な増加 

など 

建築設備保全業務 

建築物・建築設備修繕・更新業務 

清掃業務 

植栽・外構維持管理業務 

警備業務 

環境衛生管理業務 

火葬炉保守管理業務 

備品等管理業務 

残骨灰及び集じん灰の管理及び処
理業務 

エネルギーマネジメント業務 

その他維持管理上必要な業務 

運
営
業
務 

予約受付業務 · 業務の未実施 

· 故意による業務の

放棄 

· 業務を適切に実施

しなかったため

に、重大な事故や

施設の損壊等が発

生した場合 

· 周辺環境に重大な

影響を及ぼしてい

る場合 

· 不法行為 

· 市への虚偽報告 

· 不公平な予約受付 

· 料金徴収代行業務

の虚偽報告 

· 柩や焼骨の取り違

え 

など 

· 業務の不備 

· 業務報告の不備 

· 関係者への連絡の

不備 

· 公金収納代行業務

の不備（金額不一

致等） 

· 電気、水道、燃料

（灯油・ガス）使

用量の不当な増加 

など 

会葬者受付業務（玄関業務） 

告別業務 

炉前業務 

収骨業務 

火葬炉運転業務 

待合室関連業務費 

売店（自動販売機）運営業務 

庶務業務 

料金徴収代行業務 

その他本施設の運営に必要な業務 

 


